第４号様式（第８条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

平成２４年３月３１日

　　神奈川県知事　殿

所在地

法人名
代表者職・名　　　　　　　　　　印
平成２３年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書
（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　）
平成２３年　　月 　日付けで交付決定を受けた障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金に係る補助事業の実績を、次のとおり報告します。

１　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書（別紙１）

２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算算書（別紙２）

３　歳入歳出（収入支出）決算書（見込書）抄本

（補助金振込口座）
　銀行名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　支店名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　預金種別　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　口座番号　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　名義人（カナ）　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別紙１（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）


平成２３年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書
（補助事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	補助事業名
	

	具体的な
事業実施結果
	(例)
神奈川県障害者職場見学促進事業の場合

· 障害者が雇用されている企業の職場見学により、参加者は現場の雰囲気を味わうことができ、働くことへのイメージを持つことができた。
· 実際に一般就労へ結びついた者がおり、職場見学は非常に有益だった。また、参加者からも大好評だった。

神奈川県一般就労移行助成事業の場合
· 個別に面接や履歴書作成の支援を行い、一人ひとりにあった支援を行った。
· 職場実習中は、受け入れ先企業を定期的に訪問し、相談に乗るなど職場定着のための支援を行った。

· その結果、５人が一般就労に移行することができた。
神奈川県障害者一般就労・職場定着促進支援事業の場合
· 社会適応訓練等に関する講座を10回、自主交流会を7回開催した。
· 社会適応訓練等に関する講座は、コミュニケーション力を中心に開催したが、講座終了後は、参加者全員レベルアップした。
· また、自主交流会は、非常に有意義だったと参加者から好評だった。
神奈川県離職・再チャレンジ支援助成事業の場合

· 離職の危機を迎えている者に対しては、本人と面談を行い、職場での状況を確認した上で、対応策を検討した。
· すでに離職した者に対しては、離職に至った経緯を分析し、面接の練習や履歴書作成の支援、就労移行訓練等を行った。

	事業の着手日
	平成　　年　　月　　日　

	事業の完了日
	平成２４年　３月３１日


（注１）事業実施結果報告書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。
（注２）補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。
別紙２（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）
平成２３年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書
	補助事業名
	対象経費

実支出額

Ａ
	寄付金その

他の収入額

Ｂ
	差引額

（Ａ－Ｂ）

Ｃ
	補助基準額

Ｄ

	
	
	
	
	

	

	補助基本額

(ＣとＤのいずれ
か少ない額)

Ｅ
	補助所要額

Ｆ
	既交付
決定額

Ｇ
	既受入済額

Ｈ
	精算所要額

（Ｆ－Ｈ）

Ｉ
	備考

	
	
	
	
	
	


平成２３年度歳入歳出（収入支出）決算書抄本
（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　）
（単位：円）
	歳　入
	決算額
	備考

	３００，０００
	３００，０００
	

	歳　出
	決算額
	備考

	３００，０００
	３００，０００
	人件費、交通費、通信費等


　　　　　本書は、原本と相違ありません。

　　　　　平成２４年３月３１日

　　　　　
　　　（法人名）
（代表者職・名）　　　　　　　　　　　　　印







（記載例）





（記載例）











できるだけ具体的に記載してください。

















